



























































務省調査月報』第 ? 巻第 ? 号（????年 ? 月）、??頁。
?）?核兵器不拡散条約（???????????????????????????????????????????????????????）は????年 ? 月 ? 日に署名開放され????年


























明らかにする。そして第 ? 節において ? つの路線による影響を考察する。
第 1 節　交渉前史（1945−1954）
第 1 項　占領下における国内状況（1945−1951）






































?）?? 月 ? 日は爆撃事実を伝えるのみで新型爆弾の報道は ? 月 ? 日であった、「広島を焼爆」『朝日新聞』????年 ? 月 ? 日、? 面；
「広島へ敵新型爆弾???、少数機で来襲攻撃」『朝日新聞』????年 ? 月 ? 日、 ? 面。
??）「長崎にも新型爆弾」『朝日新聞』????年 ? 月??日、 ? 面。
??）「屋外防空壕に入れ―新型爆弾に勝つ途」『朝日新聞』????年 ? 月??日、 ? 面。
??）吉岡、前掲書、??頁。
??）?前者の例としては、「＜写真＞惨禍の広島市」『朝日新聞』????年 ? 月??日、 ? 面；「原子爆弾被害地の惨を見る　全戸数の
? 割は倒壊」『朝日新聞』????年 ? 月??日。後者の例としては、「原子爆弾／「真珠湾」以前に準備―かくて成る“非人道




??）たとえば「原子力に平和の用途」『朝日新聞』????年 ? 月??日、 ? 面。
??）吉川末次郎の参議院本会議質疑、????年 ? 月 ? 日、国会議事録検索システム・ウェブサイト（?????????????? ??? ?????）。


























































第 3 項　 2 路線の萌芽 （1954）
　そのような方針転換を一つの要因として、ようやく日本でも政府レベルで原子力利用に向けた動
きが始まった。当時、衆議院議員であった中曽根らが中心となり自由党と改進党そして日本自由党
の保守三党は????年 ? 月 ? 日、原子炉築造関連費用として ? 憶?????万円の補正予算案を第??国会
に提出した??）。予算計上を受けたことで、日本の原子力利用は本格的にその準備が開始された。
しかし、そこに生じたのが第五福竜丸の被爆であった。













































??）? ???年 ? 月に設立された組織で、原子力委員会の前身。原子力政策を審議・策定した。設立当時の構成は、会長に緒方竹虎
（副総理）、副会長に愛知揆一（経審長官）、その他に小笠原三九郎（蔵相）、大達茂雄（文相）、愛知揆一（通産相）、石川一
郎（経団連会長）、茅誠司（東京大学）、藤岡由夫（東京教育大学）であった、原子力委員会『原子力白書』????年度オンラ











第 1 項　水面下での極秘調整（ 1 月− 3 月）




























島に原発を建設する法案を米国議会に提出していた、「広島に原子力発電所を建設」『朝日新聞』????年 ? 月??日、 ? 面。
??）在米大発本省宛「原子力平和的利用に関する件」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。
??）吉岡、前掲書、??頁。
??）?国際協力局第 ? 課「米国の核分裂性物質配分に関する対日申し入れ及び各国との双務協定」????年 ? 月 ? 日、『協力協定関係』
第 ? 巻。
??）????年 ? 月??日閣議決定で設立された省庁で、????年 ? 月??日に経済企画庁へと改称。
??）? ???年に科学技術行政協議会法で設置。日本学術会議と緊密に協力し、科学技術を行政に反映させるための諸方策及び各行
政機関相互の間の科学技術に関する行政の連絡調整に必要な措置を審議することを目的とした（同第 ? 条）。????年 ? 月に
科学技術庁へと改称。
??）?国際協力局第 ? 課「米国の核分裂性物質配分に関する対日申し入れ及び各国との双務協定」????年 ? 月 ? 日；情報文化局第















第 2 項　交渉の是非と開始決定（ 4 月− 5 月）





　ところが ? 月??日、河崎国際協力局長を訪れた在日米大使館員は ? 月の口上書を正式な申し出と












??）本省発在米大宛「米国提供の核分裂性物質の配分に関する件」????年 ? 月??日起草、『協力協定関係』第 ? 巻。
??）?「まず基礎部門を築け」『朝日新聞』????年 ? 月??日、 ? 面；「三原則の前途を憂慮」『朝日新聞』????年 ? 月??日、 ? 面；「制
約」の内容に不安」『朝日新聞』 ? 月??日、 ? 面；「研究上の“秘密”が心配」『朝日新聞』????年 ? 月??日、 ? 面；「兵器へ
の転換の懸念も」『朝日新聞』。
??）本省発在米大宛「米国提供の核分裂性物質の配分に関する件」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。
国際公共政策研究150 第13巻第 2号
があるのかという問題であった??）。しかしながら、日本側は????設立交渉の進捗情報を ? 月時点







　また ? 点目に、????年 ? 月にジュネーブで開催予定の第 ? 回原子力平和利用国際会議の存在が
あった。この会議では、これまで極秘扱いであった原子力関連情報が米ソより公開されると予想さ
れており、その結果を待ってから米国と締結をすべきとの考えも存在していた。しかしアメリカ側














　そして ? 月??日に開催された第 ? 回総合部会では、????年??月に出発したの海外調査団の一員で
??）国際協力第 ? 課「米国原子力法の解釈に関する若干の疑義について」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。
??）「米、 ? カ国へ送付―原子力憲章草案」『朝日新聞』 ? 面、????年 ? 月??日。
??）在米大発本省宛「国際原子力機関に関する件」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。
??）?実際には????年??月から ? カ国（米英加仏豪とベルギー、南アフリカ、ポルトガル）で交渉が開始されており、????年 ? 月





?????? ????????????????；高倍宣義「国際原子力機関（????）の現状と展望」『原子力工業』第??巻第 ? 号（????年 ? 月）、
?????頁。
??）本省発在米大宛「米国提供の核分裂性物質の配分に関する件」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。
??）国際協力局第 ? 課「原子力問題に関し駒形工業技術院長と懇談の件」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。
??）在米大発本省宛「濃縮ウラニウムに関する配分の件」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。
日米原子力研究協定の成立： 151
あった藤岡教授より、 ? 月に提出予定の調査団報告の概要が説明され、天然ウラニウム重水型の数
千??ないし ? 万??を第 ? 号炉として製造し、米側の濃縮ウラニウムについては適当な条件の下に
おいて受け入れ、小型実験用原子炉を製造すべきとの結論が示された（実際の報告提出は ? 月 ?
日）。
　 ? 月に入るとようやく米側の条件が明らかになった。それはアメリカが最初の二国間協定となる
アメリカ－トルコ原子力研究協定を ? 月 ? 日に締結し、その協定本文が ? 月 ? 日に入手できたため
である。アメリカは同一の協定案を使用すると考えられたために、日本に対しても機密情報を通報







　これら総合部会での議論を踏まえ、ついに ? 月??日の第 ? 回原子力利用準備調査会において、交
渉開始が妥当との判断が下され、翌日??日に、本件受け入れ交渉と国内体制整備とを平行するべき
との方針が閣議決定された。








を依頼したのであった。さらに研究協定と細目協定の同時交渉では ? 月 ? 日までの署名は不可能と





??）国際協力局第 ? 課「米国提供の核分裂性物質受入問題別紙 ? 」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。














第 ? 条は協定本文から外して交換公文での確認となり、また協定期間も ? 年に短縮するなど日本側
にかなりの妥協を示した。ただタイトルの変更は認められなかった。















??）?本省発井口大使宛「濃縮ウラニウムの受入に関する件」????年 ? 月 ? 日、『協力協定関係』第 ? 巻；本省発在米大宛「濃縮
ウラン受入に関する件（訓令の二）」????年 ? 月??日、『協力協定関係』第 ? 巻。
??）「ウラの多い日米原子力交渉」『エコノミスト』第??巻??号（????年）、??頁。
??）?日本の仮署名時点でトルコ（ ? 月 ? 日）、ブラジル（ ? 月??日）、コロンビア（ ? 月??日）、レバノン（ ? 月 ? 日）、イスラエ




学術会議は、????年 ? 月??日に協力協定には機密保護条項が含まれる可能性があり、 ? 原則に抵触
するとして政府に慎重な判断を要望していた。他方、 ? 月??日に経済団体連合会（経団連）は原子
















































　この ? つの路線を具体化させた出来事が、????年 ? 月に起こった。 ? 月 ? 日に提出された原子力
利用準備のための修正予算案によって、政府レベルにおいても原子力利用の準備が開始された。一
方、 ? 月 ? 日に被爆し、??日に明らかになった第 ? 福竜丸の被爆問題は、水産物の汚染という問題
を引き金として、多くの国民に核兵器の被害を初めて具体的に実感せしめた。これにより反戦から
反核を主目的とした大規模な運動が民間レベルで展開され、以降、実質的に日本国内において核兵
器の開発保有という選択肢は極めて困難になった。また、この事件を契機に日本政府レベルにおい
ても核実験の中止を声高に主張するようになった。ここに核軍縮・軍備管理路線が開始されたので
ある。
　本稿が着目した日米原子力研究協定は、交渉当時の冷戦状況そして対米関係を踏まえると、日本
にはアメリカの申し出を断るという選択肢は存在せず、不利な立場からの交渉のはずであった。し
かし、実際の交渉では日本側の要求が多分に受け入れられた。日本側交渉者は、主として国内の強
制的なアメリカによる軍事研究従属への懸念および、アメリカ資本への依存によって将来の原子力
??）佐野、前掲書、???????頁。
??）?当時、ウラン鉱を掘り当てて一攫千金を狙う者が出現し、ウラン饅頭やウラン酒などの販売がされていた、武田徹『「核」
論―鉄腕アトムと原発事故のあいだ』中央公論新社、????年を参照。
日米原子力研究協定の成立： 155
産業への商機が逸失するのではないかとの懸念を鑑み、可能な限り研究協定を平和目的であり、将
来的に日本を何らの拘束するものではないと明らかにすべく米側案に注文を付けたのであった。当
初アメリカはこれら修正に反対したものの、アメリカ側にも日本を原子力援助国の一員に含めたい
との事情などから結局はその大半を受け入れた。そして恐らくは、日本側交渉者はそのようなアメ
リカの弱みを見抜いていたと考えられる。このように本交渉では民事利用路線からの影響が大きい
ものであった。一方で、軍縮・軍備管理路線からは目立った影響が見受けられなかった。これは協
定案件が安全保障ではなくエネルギー問題として捉えられたためであった。
　当時の交渉者は、限定的な本協定は原子力の民事利用と核軍縮・軍備管理路線のジレンマを顕在
化させないものと考えたのであろう。しかし ? 年後の????年には発電用の協力である日米原子力一
般協定に拡大改訂されており、結果的に見ればこの????年の協定締結によってが ? 路線間の潜在的
ジレンマは誕生したともいえる。さらに本協定交渉における第 ? 条をめぐる議論から明らかになっ
たように、日本側の交渉方針には、 ? 路線間の問題のみならず、より上位の対米関係という要因も
影響していることが明らかになった。つまり、原子力の自主開発を進めたい一方で、日本は岸など
が恐らく考えたように完全にアメリカに見捨てられるのも、またあり得ない選択肢であった。
　また、本交渉方針の大枠を決定したのは原子力利用準備調査会であったが、それは関係省庁間の
意見を収斂させたものを微修正の上で承認するものであった。よって外務省や他省庁の意見を取り
纏めた経審の役割は相対的に大きいものであった。また、関係省庁間では交渉開始の是非では意見
が割れることなく、時期および条件のみが問題であったことから比較的スムーズな政府間調整で
あった。
　吉岡が提示したモデルを簡単に検証するならば、日本側交渉者および米側交渉者は相当程度日本
国内の交渉消極側を考慮に入れ、国会対策を視野に入れた上での交渉を行っていた。それが故に、
米側協定タイトル案の「?????????」から「????????????」といった語句でさえ日本側は問題とし
たのであった。つまりは、吉岡の指摘するように、実際の国内における原子力政策の形成・実施に
おいては国会や国民の存在は捨象して構わないのかもしれないが、今回のような核兵器国との交渉
では直接的はなかったとしても、間接的には影響を与えているのである。
　最後に本稿の課題であるが、本稿では便宜的に ? つの路線と分けて分析を行った。しかしながら
原子力の民事利用と核軍縮・軍備管理という括りでは、国内向け政策と対外的な政策を意味するも
のとなってしまい、本稿が本来目指した総合的な考察とは必ずしもならなかった。実際には民事利
用であろうと核軍縮・軍備管理であろうと、相互作用の結果として選択・実行されることが大半で
あろう。では、いかなる条件下である路線が優越するのか、また、対米関係といった外的変数をど
う組み込むのかといった点において、より一層の分析手法の改善が必要である。
　くわえて本稿では日本側の資料のみを使用したために、アメリカ側の思惑を十分に明らかにする
ことはできなかった。一般的に知られているように、当時はまさに対日政策の転換途上であり、日
本に原子力の民事利用を行わせることが、アメリカが提供する拡大抑止などの安全保障問題と絡め
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て、アメリカはどのように択えていたのかという点は興味深い点であり、今後の課題としたい。
